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第１ 審査の概要 

１ 優先交渉権者決定基準の位置づけ 

本優先交渉権者決定基準は、大熊町（以下、「町」という。）が大熊町交流ゾーン整備（以下、

「本事業」という。）の優先交渉権者を決定するにあたって、最も優れた者を選定するための手

順、方法、評価基準等を示したものであり、本事業に係る実施要領及び要求水準書等と一体のも

のとして扱う。 

 

２ 基本的な考え方 

優先交渉権者の選定方法は、本事業の実施に係る対価（以下、「価格」という。）のほか、実施

設計、工事監理、建設に関する技術やノウハウが求められることから、技術提案書の内容（以下、

「技術提案内容」という。）について総合的に評価するプロポーザル方式を採用する。 

 

３ 技術提案書審査委員会の設置 

町は、技術提案内容の審査に関して、公平性、競争性及び透明性を確保したうえで、幅広い専

門的見地からの意見を参考とするために、学識経験者等により構成される「大熊町交流ゾーン整

備技術提案書審査委員会」（以下、「審査委員会」という。また、技術提案書審査委員会の委員を、

以下、「審査委員」という。））を設置した。 

 

４ 審査全体の流れ 

参加資格審査・基礎審査・価格審査・実績審査として、資格要件、価格及び実績に係る審査を

実施する。技術提案審査対象者の選定を経た後、技術提案内容に係る審査を実施する。（図表１

参照） 
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図表１ 審査の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基礎審査・価格審査・実績審査 

基礎審査 

 要求水準の未達成 
失格 

実績審査 

＜実績審査項目（定性的）＞（b） 

・経営事項審査（ⅰ） 

・実施設計業務に関する実績（ⅱ） 

・工事監理業務に関する実績（ⅲ） 

・建設業務に関する実績（ⅳ） 

・地域精通度（ⅴ） 

優先交渉権者の決定 

 [ 総合評価点の算出 評価式＝（a）＋（b）+（c）] 

技術提案審査対象者へのヒアリングの実施（上位５者） 

提案内容に係る要求水準

達成の確認 

技術提案審査 

＜技術提案審査項目（定性的）＞ (c) 

・公的機関発注への対応方針 

・品質管理及び実施体制 

・設計工期及び建設工期の工程管理及び早期整備 

・維持管理 

・コスト縮減 

参加資格審査 

参加資格要件の確認 

・参加者の構成の確認 

・参加資格要件（共通）の確認 

・個別業務に係る参加資格要件の確認 

資格が具備されていない場合 
失格 

価格審査 ＜価格に関する事項（価格）＞（a） 

 価格の算出方法に明らかな誤りがある場合 

事業費参考価格を超える提案価格の場合 
失格 

前提条件の反映、算出方

法の確認 



4 

第２ 参加資格審査の内容と方法 

町は、参加者が参加資格要件を備えているか否かを、参加資格確認申請書等の参加資格審査に

関する提出書類を基に確認する。 

資格不備の場合は、当該参加者を失格とする。 

 

第３ 基礎審査・価格審査・実績審査の内容と方法 

１ 基礎審査 

町は、提案内容が要求水準を満たしているかについて確認する。確認の結果、要求水準を満た

している場合は適格とし、明らかに満たしていないと確認される場合には失格とする。 

要求水準の達成確認を行うにあたり、参加資格審査通過者から提出された提案書類に疑義があ

る場合には、参加資格審査通過者に対して内容の確認及び追加資料の提出等を求める場合がある。 

 

２ 価格審査・実績審査 

（１）価格の確認 

ア 価格算出方法等の確認 

（ア）確認方法 

参加資格審査通過者から提案された価格について、実施要領等で示す前提条件が正

確に反映されているか、また、計算上の誤りがないかについて次項に定める内容を確

認する。価格の算出方法に明らかな誤りがある場合及び実施要領で示した事業費参考

価格を超える提案価格の場合は、失格とする。 

 

（イ）確認項目及び内容 

確認項目及び内容は以下のとおりである。 

項 目 内 容 

前提条件の反映に関する確認 ・消費税及び地方消費税を除いた額で計算されて

いるか 

算出方法の確認 ・設計、工事監理及び建設の各業務で見積もられ

ている費用を基に適正に算出されているか 

 

イ 価格点の算出方法 

価格点は、参加資格審査通過者の価格を以下の算式により換算し、得点を付与する。 

なお、得点化の際は、小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位までを求める。 

参加資格審査通過者Ａの価格評価点（価格点） 

＝100×（参加資格審査通過者中の最低価格／参加資格審査通過者Ａの価格） 
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（２）実績の確認 

実績審査項目については、図表３「実績審査項目」に基づき、参加資格審査通過者の過去

10 年（基準日は、実施要領３（４）による。）の実績を審査し、得点を付与する。 

共同企業体における企業及び管理技術者、現場代理人の実績については、各業務（実施設

計業務、工事監理業務、建設業務）について参加資格要件を全て満たす１社のみの実績とす

る。 

 

（３）ヒアリング対象者の選定 

参加資格審査通過者が多数の場合は、町は基礎審査・価格審査・実績審査に際し、事前に

要求水準の達成確認に併せて、上記のとおり、価格及び実績を評価し順位づけを行い、技術

提案審査対象者を上位５者選定する。なお、同点により５者以上となった場合は、当該者全

てを選定するものとする。 

 

第４ 技術提案審査の内容と方法 

技術提案審査項目については、図表４「技術提案審査項目」に示す審査項目及び主な評価の視

点に基づき、審査委員が技術提案審査対象者の技術提案内容を審査し、図表２「得点化基準」に

従い得点化する。なお、得点化にあたっては、各審査委員が付与した得点について、最高点及び

最低点（いずれも１名分）を除いた５名の審査委員の得点を平均化することにより算出する。ま

た、有効桁数は小数点以下第２位とし、小数点以下第３位を四捨五入する。 

 

第５ 定性的評価点の算出方法 

定性的評価点は、実績審査項目の得点と、技術提案審査の得点の合計により算出する。 

 

第６ 優先交渉権者の選定 

町は、定性的評価点及び価格点の合計（総合評価点）が最も高い者を優先交渉権者として選定

する（総合評価点が最も高い者が２以上あるときは、来庁のうえ該当者によるくじ引きにより優

先交渉権者を選定する。）。総合評価点の計算式は以下のとおりとする。 

総合評価点 ＝ 定性的評価点 ＋ 価格点 

（300 点）  ＝ （200 点） + （100 点） 

 

第７ 提案内容の位置づけ 

原則として、優先交渉権者が提案した技術提案内容は請負契約で定める業務水準となるが、本

施設の維持管理・運営にあたり支障を来すことが懸念される内容である場合は、優先交渉権者の

合意のもと、町は当該技術提案内容の一部を請負契約で定める業務水準としない場合がある。 

また、審査委員会において、技術提案審査対象者からの技術提案内容に対して意見が出される

場合がある。この場合、契約締結の段階で、審査委員会が提示した意見を踏まえて、技術提案内

容を改善することが不可欠であると町が判断し、優先交渉権者との間で合意した場合には、改善

した技術提案内容を業務水準とする。 
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図表２ 得点化基準 

評価 評価の意味 得点化方法 

Ａ 具体的な提案があり、かつ内容が特に優れている 配点×1.00 

Ｂ 具体的な提案があり、かつ内容が優れている 配点×0.70 

Ｃ 具体的な提案があり、特に優れた内容ではない 配点×0.40 

Ｄ 要求水準は満たしているが、具体的提案や優れた提案はない 配点×0.00 

 

図表３ 実績審査項目 

審査項目 評価基準 配点 

１ 経営事項審査（ⅰ） （５） 

（１）建設企業の総合評定値

（Ｐ点） 

建築一式工事の総合評点が 1,500 点以上 ５ 

建築一式工事の総合評点が 1,100 点以上、1,500 点未満 ３ 

２ 実施設計業務に関する実績（ⅱ） （20） 

（１）企業の実績 国、特殊法人等※又は地方公共団体（以下、「公的機関」という。）が

発注する「コミュニティセンター、コミュニティホール、集会場、公

民館等（以下「交流施設等」という）」の新築工事に係る実施設計業

務の実績が２件以上。 

※特殊法人等：公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

第二条１項に規定する法人 

15 

公的機関が発注する交流施設等の新築工事に係る実施設計業務の実

績が１件。 

10 

公的機関が発注する一棟の延べ面積が 500 ㎡以上の建物の新築工事

に係る実施設計業務の実績が１件以上。 

５ 

上記実績のいずれにも該当しない。 ０ 

（２）管理技術者の実績 公的機関が発注する交流施設等の新築工事に係る実施設計業務にお

いて管理技術者として従事した実績が１件以上。 

５ 

公的機関が発注する一棟の延べ面積が 500 ㎡以上の建物の新築工事

に係る実施設計業務において管理技術者として従事した実績が１件

以上。 

３ 

上記実績のいずれにも該当しない。 ０ 

３ 工事監理業務に関する実績（ⅲ） （20） 

（１）企業の実績 公的機関が発注する交流施設等の新築工事に係る工事監理業務の実

績が１件以上。 

15 

公的機関が発注する一棟の延べ面積が 500 ㎡以上の建物の新築工事

に係る工事監理業務の実績が２件以上。 

10 

公的機関が発注する一棟の延べ面積が 500 ㎡以上の建物の新築工事

に係る工事監理業務の実績が１件。 

５ 

上記実績のいずれにも該当しない。 ０ 
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（２）管理技術者の実績 公的機関が発注する交流施設等の新築工事に係る工事監理業務にお

いて管理技術者として従事した実績が１件以上。 

５ 

公的機関が発注する一棟の延べ面積が 500 ㎡以上の建物の新築工事

に係る工事監理業務において管理技術者として従事した実績が１件

以上。 

３ 

上記実績のいずれにも該当しない。 ０ 

４ 建設業務に関する実績（ⅳ） （20） 

（１）企業の実績 公的機関が発注する交流施設等の新築工事に係る建築一式工事の実

績が２件以上。 

15 

公的機関が発注する交流施設等の新築工事に係る建築一式工事の実

績が１件。 

10 

公的機関が発注する一棟の延べ面積が 500 ㎡以上の建物の新築工事

に係る建築一式工事の実績が１件以上。 

５ 

上記実績のいずれにも該当しない。 ０ 

（２）監理技術者又は 

現場代理人の実績 

公的機関が発注する交流施設等の新築工事に係る建築一式工事で監

理技術者又は現場代理人として従事した実績が１件以上。 

５ 

公的機関が発注する一棟の延べ面積が 500 ㎡以上の建物の新築工事

に係る建築一式工事で監理技術者又は現場代理人として従事した実

績が１件以上。 

３ 

上記実績のいずれにも該当しない。 ０ 

５ 地域精通度（ⅴ） （15） 

（１）東北３県における施工

実績 

東北３県（岩手県、宮城県、福島県）における交流施設等の新築工事

に係る建築一式工事の施工実績が３件以上。 

15 

東北３県（岩手県、宮城県、福島県）における交流施設等の新築工事

に係る建築一式工事の施工実績が２件。 

９ 

東北３県（岩手県、宮城県、福島県）における交流施設等の新築工事

に係る建築一式工事の施工実績が１件。 

４ 

上記実績のいずれにも該当しない。 ０ 

合計点 80 
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図表４ 技術提案審査項目 

審査項目 主な評価の視点 配点 

（１）公的機関発注への対応

方針 

・公的機関発注に対応するために必要とされる留意点の理解度。 30 

（２）品質管理及び実施体制 ・品質・性能確保に向けた具体的な手段、方法。 

・人員、資材確保、構成員等との連携・協力等を含めた、設計・

施工・工事監理に係る具体の実施体制。 

・地元企業の活用や地元資材の調達に係る積極的な提案。 

・各施工段階における環境負荷低減に対する配慮。 

20 

（３）設計工期及び建設工期

の工程管理及び早期整備 

・商業施設の工期短縮に資する具体的で実現性のある方策。 10 

・工期内に要求水準に沿った設計計画内容とするために実施する

町との協議・調整の具体的な方策。 

・商業施設以外の工期短縮に資する具体的で実現性のある方策。 

20 

（４）維持管理 ・管理運営に対する配慮。 

・中長期的な更新及び修繕等に対する配慮。 

20 

（５）コスト縮減 ・具体的な根拠を示した上での、イニシャルコスト及び維持管理

コスト（LCC）の縮減策。 

・具体的な根拠を示した上での、中長期的な更新及び修繕等にか

かるコスト抑制、低減に資する方策。 

20 

合計点 120 

 


